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熊本県総合射撃場指定管理者募集要項 

 
 公の施設の管理については、平成１５年６月に地方自治法の一部改正（同年

９月施行）により、効率的・効果的な管理運営による住民サービスの向上と経

費の節減を図ることを目的に「指定管理者制度」が創設されたところです。 
 熊本県では、公の施設である「熊本県総合射撃場」の管理業務についても、

設置目的をより効果的に達成するため、平成１８年度から指定管理者制度を導

入しています。 
 令和８年度からも引き続き同制度を導入することとし、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２４４条の２第３項及び熊本県総合射撃場条例（平成１

０  年熊本県条例第２６号）第１０条並びに熊本県公の施設の指定管理者の

指定の手続に関する条例（平成１６年熊本県条例第４４号）第３条の規定に基

づき、熊本県総合射撃場の指定管理者を募集します。 
 
１ 対象施設の概要 
（１）名 称  熊本県総合射撃場（以下「射撃場」という。） 
（２）所在地  熊本県上益城郡益城町砥川３５８６番地 
（３）施設の設置目的、役割等 
   県民に射撃競技の場を提供し、もって県民のスポーツの振興に寄与するた

めに設置されたもので、ライフル射撃及びクレー射撃等の国際大会の開催も

可能な施設です。 
（４）施設の沿革 
  平成１０年５月 供用開始 
（５）施設内容、規模等 
  ア 敷地面積 ２２ヘクタール 
  イ 主な施設の内容 
施  設  名 建物面積、構造、施設内容等 

ク レ ー 射 撃 場 トラップ射撃場 1面、スキート射場 1面、トラップ・ス
キート射場併用 2面 

ラ イ フ ル 射 撃 場 小口径ライフル射場（射程 50ｍ）26 射座、エアライフ
ル射場（射程 10ｍ）26 射座、ビームライフル射場（射
程 10ｍ）12射座 

会 議 室 ・ 研 修 室 152㎡ 
（６）現在の管理運営体制 
  現在の指定管理者：熊本県スポーツ振興事業団・ミズノグループ 
（７）主な施設の利用実績 
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  別添実績一覧のとおり 
 
２ 施設管理運営と指定管理者募集にあたっての基本的な考え方 
  射撃場の管理運営に当たっては、身近で気軽に利用できる施設であるとと

もに、本県の中核体育・スポーツ施設として大会・イベントが開催・誘致で

きることや県民の健康づくりからトップアスリート育成まで各種トレーニン

グプログラム等の提供や指導ができること、さらに、青少年の健全育成、高

齢者・障がい者等の健康福祉、スポーツツーリズムや国際交流、地域振興等、

あらゆる角度から施設活用を行うことが必要と考えています。そのため、そ

の視点に立った管理運営を基本とするとともに、次の事項についても留意す

るものとします。     

（１）地方自治法、熊本県総合射撃場条例（以下「条例」という。）、熊本県

総合射撃場使用規則（以下「規則」という。）その他関係法令等を遵守する

こと。       

（２）体育・スポーツの振興普及を図り、もって県民の心身の健全な発達に寄

与するという設置理念に基づき、管理運営を行うこと。                                

（３）公の施設であることを念頭において、公平な運営を行うこととし、特定

の個人や団体に対して、有利あるいは不利になるような取扱いをしないこと。             

（４）利用者の意見や要望を管理運営に反映させること。                          

（５）個人情報の保護を徹底すること。                                          

（６）効率的かつ効果的な管理運営を行い、経費の節減に努めること。 

 
３ 指定管理者が行う管理業務の基準 
（１）休場日及び開場時間 

休  場  日 開  場  時  間 
（１）火曜日（火曜日が国民の祝日に関する法律

（昭和２３年法律第１７８号）第３条第１項又

は第３項の規定により休日とされる日（以下

「休日」という。）に当たるときは、その日以

後の休日以外の最初の日） 
（２）１２月２９日から翌年１月３日まで（（１）

に該当する日を除く。） 

４月から

９月まで 
午前９時から 
午後６時まで 

１０月か

ら翌年３

月まで 

午前９時から 
午後５時まで 

※ 指定管理者は熊本県教育委員会（以下「教育委員会」という。）の承諾を得
て休場日及び開場時間を変更することができます。 

（２）法令遵守等 
  管理運営業務を行うに当たっては、次の法令を遵守してください。 
  ア 条例、規則 
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  イ 地方自治法、同施行令、同施行規則ほか行政関係法令 
  ウ 労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法令 
  エ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（ビル管理）、同施行規

則、水道法、同施行規則、建築基準法、消防法、同施行規則、電気事業

法その他施設、設備の維持管理又は保守点検に関する法令 
  オ その他 

・ 指定管理者は、施設の管理に関し知り得た個人情報の保護を図るため、
熊本県個人情報保護条例第１３条第２項の規定に従い、協定において

定める安全確保の措置を講じること。 
・ 指定管理者は、施設の使用許可承認等行政処分に相当する権限を行使
するときは、熊本県行政手続条例第２章の規定を遵守すること。 

・ 指定管理業務の実施に当たり作成し又は取得した文書等は、適正に管
理し、５年間保存すること。指定期間を過ぎた後も同様とする。 

・ 指定管理者は、業務の実施に当たっては、省エネルギーの徹底と温室
効果ガスの排出抑制に努めるとともに、廃棄物の発生抑制、リサイク

ルの推進、廃棄物の適正処理に努めること。 
また、環境負荷の軽減に配慮した物品等の調達（グリーン調達）に努め

ること。 
（３）施設の設備及び物品の維持管理を適切に行ってください。 
（４）利用料金の減免及び還付 

条例第１２条第３項の規定に基づき、指定管理者は、あらかじめ知事の承

認を得て定めた基準により、利用料金の減免又は還付をすることができます。 
（５）リスク分担 

県と指定管理者との管理業務に係るリスク分担については、下表を基準に

熊本県総合射撃場の管理運営に関する協定書において決定します。 
なお、表中にないリスクが生じた場合については、県と協議の上リスク分

担を決定することとします。 

リスク分担表 

種 類 内   容 負 担 者 
県 指 定 

管理者 

物価変動 人件費、物品費等物価変動に伴う経費

の増加  〇 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増加  〇 

周辺地域・住民及び 地域との協調  〇 
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施設利用者への対

応 
施設管理、運営業務内容に対する住民

及び施設利用者からの反対、訴訟、要

望への対応 
 〇 

上記以外 〇  

法令の変更 

施設管理、運営に影響を及ぼす法令変

更 〇  

指定管理者制度に影響を及ぼす法令変

更  〇 

税制度の変更 

施設管理、運営に影響を及ぼす税制変

更 〇  

一般的な税制変更  〇 

政治、行政的理由に

よる事業変更 

政治、行政的理由から、管理業務の継

続に支障が生じた場合又は管理業務の

内容の変更を余儀なくされた場合の経

費及びその後の維持管理経費における

当該事情による増加経費負担 

〇  

不可抗力 

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落

盤、火災、争乱、暴動その他の甲又は乙

のいずれの責めにも帰すことのできな

い自然的又は人為的な現象をいう。）に

伴う、施設又は設備の修復、による経費

の増加 

○  

感染症等の不可抗力に伴う、あらかじめ

定められた管理業務に係る経費以外の

増加又は経費節減後の管理業務に係る

経費をまかなうことができない程の収

入の減少による負担の増加 

△  

不可抗力に伴う、あらかじめ定められた

管理業務に係る経費以外の増加 
△  

書類の誤り 

仕様書等県が責任を持つ書類の誤りに

よるもの 〇  

事業計画書等指定管理者が提案した内

容の誤りによるもの  〇 

資金調達 経費の支払い遅延（県→指定管理者）

によって生じた事由 〇  



5 
 

経費の支払い遅延（指定管理者→業者）

によって生じた事由  〇 

施設・設備の損傷 

指定管理者としての注意義務を怠ったこと

によるもの 
 〇 

経年劣化によるもの（小規模なもの）  〇 

〃     （上記以外） 〇  
第三者の行為から生じたもので相手方

が特定できないもの（小規模なもの）  〇 

第三者の行為から生じたもので相手方

が特定できないもの（上記以外） 〇  

資料等の損傷 
 
 
 
 
 

指定管理者としての注意義務を怠った

ことによるもの  〇 

第三者の行為から生じたもので相手方

が特定できないもの（小規模なもの）  〇 

第三者の行為から生じたもので相手方

が特定できないもの（上記以外） 
〇 
 

 
 

第三者への賠償 

指定管理者としての注意義務を怠った

ことにより損害を与えた場合  〇 

上記以外の理由により損害を与えた場

合 〇  

セキュリティ 警備不備による情報漏洩、犯罪発生  〇 

事業終了時の費用 
指定期間が終了した場合又は期間中途

における管理業務を廃止した場合にお

ける事業者の撤収費用 
  

〇 

（注）△は別途、県との協議が必要。 

 
（６）会計処理 

射撃場の管理運営に係る会計処理については、指定管理者の財務規程によ

り処理することとします。ただし、射撃場の適正な管理運営や公共施設とし

ての公平性の確保上、指定管理者の財務規程が適性を欠くと認められる場合、

県は、指定管理者に対して、射撃場の管理に係る会計処理に関して、財務規

程の一部を変更するよう指示をすることができるものとします。 
また、指定管理者の財務規程がない場合は、熊本県会計規則の趣旨に基づ

く処理を行うものとします。 
なお、指定管理者が新たに財務規程を設ける場合、事前に教育委員会と協

議を行うこととします。 
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また、射撃場の管理運営に係る会計については、射撃場の管理運営以外で

指定管理者が行う事業に係る会計と明確に区別し、専用の口座（複数でも可）

を設けて経理を行う等、厳正な資金管理を行ってください。 
（７）行政財産の目的外使用許可申請の取扱い 
   指定管理者は、行政財産の目的外使用許可の申請等があった場合には施設

の管理運営上の問題点等を検討し、速やかに当該許可に係る申請書を教育委

員会へ取り次いでください。 
（８）施設における自主事業の実施 

    指定管理者が施設の一部を利用し自主事業（スポーツ教室、各種イベント

等のスポーツ目的以外の物品販売、その他、指定管理者自らが収益を目的と

して行う事業）を行う場合には、熊本県財産条例等に基づく行政財産許可申

請を教育委員会に行い、許可を受け、許可面積に応じた使用料を教育委員会

に支払う必要があります。 
 
４ 指定管理者の業務等 
（１）射撃競技のための施設及び設備を提供する業務 
（２）射撃競技に関する相談及び指導を行う業務 
（３）条例第１条に規定する設置目的を達成するために必要な業務 
（４）射撃場の使用の許可に関する業務 
（５）射撃場の施設等の維持及び修繕に関する業務 
（６）指定管理者が射撃場の管理上必要と認める業務 
※（１）から（６）に掲げる管理業務の細目は、別紙「熊本県総合射撃場管

理運営に関する業務仕様書」に定めています。 
 
５ 指定の期間 
令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの５年間とします。ただし、

管理を継続することが適当でないと認めるとき及び建替え等が決定され、利用

停止となったときは、指定を取り消すことがあります。 
 
６ 管理に要する経費 
  射撃場の管理に要する経費は、県から支払う委託料、利用料金収入、指定管

理者が設置する自動販売機からの収入等よって賄うこととします。このうち、

指定期間中に県が支払う委託料の額は、下記に定める基準価格の範囲内で、応

募事業者から各年度の委託額の提案を求めます。 
  なお、県からの委託料の具体額は事業計画書で提示された額に基づき、指定

管理者と県との間で締結する協定書で定めます。 
   基準価格  ２３２，３２０千円（消費税及び地方消費税を含む。） 
    （令和８年度：４６，４６４千円）                          
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     （令和９年度：４６，４６４千円）                          

     （令和１０年度：４６，４６４千円）                          

     （令和１１年度：４６，４６４千円）                          

     （令和１２年度：４６，４６４千円） 
※基準価格を超える提案があった場合は、第一次審査で失格となりますので、

ご注意ください。 
 
７ 参加資格 
 次の要件を満たす法人その他の団体であること。  

 （１）地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと。  

 （２）県内に事務所又は事業所を有すること。 

 （３）熊本県から指名停止措置又は暴力団の排除に関する合意書に基づく排除

措置を受けていないこと。   

 （４）労働者災害補償保険に加入していること。  

 （５）県税、法人税、消費税及び地方消費税等を滞納していないこと。  

 （６）会社更生法、民事再生法等に基づく更正又は再生手続を行っていないこ

と。また、手形交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停止等

の事実があり、経営状態が著しく不健全である者でないこと。 

 （７）賃金不払いに関する厚生労働省からの通報が知事に対してあり、当該状

態が継続している場合であって、明らかに指定管理者として不適当と認め

られる者でないこと。 

 

 ※複数の法人等でグループを構成して申請する場合は、次の事項について注意すること。  

① 代表団体を選出し、県とのやり取りについては代表団体が行うこと。 

② 申請書の記名押印等については、すべての構成員が行うこと。 

③ ８ 提出書類の（３）～（８）及び（９）のア～ウについては、構成員そ

れぞれについて提出すること。 

④ 一申請者一提案    

申請については、一申請者につき一提案に限ります。また、グループの

構成員は他のグループの構成員となり又は単独で申請を行うことはでき

ません。   

また、代表団体は、７ 参加資格（１）～（７）のすべての要件を満た

すことが必要で、その他の構成員は（２）を除くすべての要件を満たすこ

とが必要です。 

 

８ 提出書類 

 申請に当たっては、以下の書類を県に提出していただきます。 

  なお、県が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。 
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（１）指定管理者指定申請書（熊本県教育委員会が所管する公の施設の指定管

理者の指定の手続に関する規則（平成１６年熊本県教育委員会規則第６

号）別記様式） 

（２）事業計画書（別紙様式） 

（３）定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類 

（４）法人にあっては、当該法人の登記簿謄本 

（５）申請の日の属する事業年度の前事業年度における貸借対照表、収支決算

書その他の団体の財務状況を明らかにする書類 

（６）申請の日の属する事業年度の前事業年度における事業報告書その他の団

体の業務内容を明らかにする書類 

（７）労働者災害補償保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用し

ていない事業者は除く。） 

（８）納税証明書 

  ア 法人税、消費税及び地方消費税について未納がないことの証明書 

  イ 熊本県の県税（同県税が課税されていない者で県外に主たる事務所又

は主たる事業所を有する者にあっては、主たる事務所又は主たる事業所

の所在地の都道府県税）について未納がないことの証明書（納税義務が

ない場合は、その旨を記載した申立書） 

（９）その他教育委員会が必要と認める書類 

  ア 県内事業所に係る従業員名簿及び賃金台帳 

  イ 参加資格に関する申立書 

ウ 指定管理者からの暴力団排除に関する申立書 

  エ グループで申請する場合は、グループ構成員表（別紙様式）及び協定

書（構成員の代表団体、役割分担、代金請求・受領団体等を明らかにした

書類）の写し 

※提出書類は正本１部、副本１１部を、（１）～（９）の順に、それぞれＡ４版

のフラットファイルに綴り作成してください。副本は写しで結構です。また、

電子媒体（ＣＤ等）も併せて提出してください。 

※事業計画書は５０ページ以内とし、５ページ以内の概要版を添付してください。 

 

９ 質問事項の受付 

 募集要項の内容等に関する質問を次のとおり受け付けます。 

（１）受付期間  

令和７年８月２９日（金）から令和７年９月１２日（金）まで 

（２）受付方法 

質問連絡票（別紙様式）に記入の上、電子メール又はファックスで提出して

ください。 

 電話、口頭による質問は、受け付けません。 
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（３）回答方法 

随時ホームページに掲載する等の方法により回答します。 

 

１０ 現地見学会の実施 

   現地見学会を、次により開催します。参加を希望される場合は、法人等の名

称及び参加される方の氏名を説明会参加申込書（別紙様式）に記入のうえ、令

和７年９月４日（木）までに電子メール又はファックスで提出してください。 

（１）開催日時 令和７年９月８日（月）午後２時～ 

（２）開催場所 熊本県総合射撃場 会議室 

※施設・設備の見学を主としています。募集要項に関しての質問は、質問連絡

票にて行ってください。 

 

１１ 申請書提出先及び提出期間 

 （１）提出先 熊本県教育庁県立学校教育局体育保健課（県庁行政棟新館８階） 

        〒８６２－８６０９ 熊本市中央区水前寺六丁目１８番１号 

        電話０９６－３３３－２７０９ 

        ＦＡＸ０９６－３８２－５９６２ 

（２）提出期間 令和７年８月２９日（金）から令和７年９月２９日（月）まで

の日（県の休日除く。）の午前９時から午後５時までとします。 

  ※郵送の場合、書留郵便により最終日の午後５時までに必着のこと。 

  ※電子メール、ファックスでの提出は認めません。 

 

１２ 選定方法 

（１）指定管理候補者選考委員会の意見を踏まえて、最終的に県が指定管理者を

選定します。 

 なお、指定管理候補者選考委員会では、各委員が次の審査基準に基づいて 

審査・採点を行い、選考意見を取りまとめます。 

（２）審査基準と配点 

選 定 項 目 審  査  項  目 配点（100点満点） 
事業計画書の内容が、住

民の平等な利用を確保で

きるものであるか。 
※選考委員会で否と判断

された場合は失格とし、

以下の採点は実施しませ

ん。 

施設の設置目的及び県が示した管理の方

針 

 

適・否 

 

 

 

住民の施設の平等な利用の確保 

 

 

 

 

事業計画書の内容

が、当該公の施設の

利用者の増加を図るための具体的手法及

び期待される効果 
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１ 効用を最大限に発揮

させるものである

か。 

サービスの向上を図るための具体的手法

及び期待される効果 

３５ 

 

 

 

 

施設の維持管理・安全管理の内容、適格性

及び実現の可能性 

 

２ 

事業計画書の内容

が、管理に係る経費

の縮減が図られるも

のであるか。 

施設の管理運営に係る経費の内

容 

 

１５ 

 

 

 

２０ 

収支計画の内容、適格性及び実

現の可能性 

５ 

 

 

３ 

事業計画書に沿った

管理を安定して行う

ために必要な人員及

び財政的基礎を有し

ているか。 

 

安定的な運営が可能となる人的能力  

３５ 安定的な運営が可能となる経理的基盤 

類似施設の運営実績 

 

４ 

その他、当該公の施

設の設置目的を達成

するために必要と認

める事項。 

利用者の苦情や要望等に対する取

組内容 

５ 

 

 

１０ 

施設、設備の保全及び補修、修繕に

対する実施内容 

５ 

 

 

１３ 申請に要する経費 

 申請に要する経費は、すべて申請者の負担とします。 

 

１４ 無効または失格 

   本要項中に記載しているほか、以下の事項に該当する場合は、無効又は失格

となることがあります。 

（１）申請書の提出方法、提出先、提出期限等が守られなかったとき 

（２）記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの 

（３）申請書に記載すべき事項以外の内容が記載されているもの 

（４）虚偽の内容が記載されているもの 

（５）その他、選考委員会で協議の結果、審査を行うに当たって不適当と認め

られるもの 

 

１５ 選考委員会 

   令和７年１０月上旬から１０月中旬に実施する予定です。 

   申請者である法人その他の団体の代表者又は代理の方のプレゼンテーショ

ンをお願いします。日時、場所については後日連絡します。 



11 
 

 

１６ 選考結果等の公表 

   応募状況について、申請した団体の名称については公表します。 

   選考結果については、各申請者に文書で通知するとともに、県のホームペー

ジ上で各申請者の得点状況、指定管理候補者の選考理由、指定管理候補者の事

業計画の概要を公表します。 

１７ 指定管理者の決定及び管理業務に係る委託料 

（１）指定管理者は、令和７年１２月熊本県議会の議決を経て指定されます。 

（２）議決後に県と指定管理者との間で協定を締結しますが、この協定の管理

業務に係る委託料は令和３年度予算額以内となりますので、申請時に提出の

あった管理業務に係る提案価格を下回る場合があります。 

 

１８ その他 

（１）提出された書類は、お返しできません。 

（２）提出された書類は、必要に応じ複写します。（使用は県庁内及び選考委

員会での検討に限ります。） 

（３）提出された書類は、情報公開の請求により開示することがあります。 

（４）指定管理者は、この募集要項に規定するもののほか、指定管理者の業務

の内容、処理等について疑義が生じた場合は、教育委員会と協議し決定す

ることとします。 

 

１９ 留意事項 

（１）指定管理候補者を指定管理者として指定する前に、指定管理候補者が７

参加資格に掲げる要件を欠くこととなったとき、又は財務状況の悪化等に

より事業の履行が確実でないと認められるとき、若しくは社会的信用を著

しく損なう等指定管理者としてふさわしくないと認められるときは、協定

を締結しない又は協定を解除し、指定管理者の指定を行わないことがあり

ます。 

（２）指定管理者の指定後に、指定管理者が７参加資格に掲げる要件を欠くこ

ととなったとき、又は財務状況の悪化等により事業の履行が確実でないと

認められるとき、若しくは社会的信用を著しく損なう等指定管理者として

ふさわしくないと認められるときは、指定管理者の指定を取り消し、又は

業務の全部若しくは一部の停止を命じることができるものとします。 

（３）県は、当該施設を「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に

関する法律」（平成１６年６月１８日法律第１１２号）第１４８条に定め

る避難施設として指定しています。武力攻撃や大規模テロが生じた際に当

該施設を避難施設として使用することがあります。 

    なお、指定管理者の指定に当たっては、協定書締結の際、施設管理者と
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して避難施設の指定についての同意書を提出することが必要です。 

 （４）指定管理者が現在の指定管理者と異なる場合は、令和７年度中に引継ぎ

を行い、令和８年４月１日から円滑な業務を行うことができるようにして

ください。 

    なお、引継ぎ期間に係る委託料の措置は行いません。 

 （５）指定管理期間中に、施設の改修及び改築等を行う可能性があります。改

修等に伴い施設の使用ができない場合もありますので、その際には別途協

議します。 

 

２０ 添付資料・様式 

（１）指定管理者指定申請様式集 

指定管理者指定申請書、熊本県総合射撃場事業計画書、質問連絡票 等 

（２）熊本県総合射撃場管理運営に関する業務仕様書 

（３）熊本県総合射撃場の管理運営に関する協定書（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

[問い合わせ先] 

熊本県教育庁県立学校教育局体育保健課 管理・調整班 

担当者：山﨑、平本 

電 話：０９６－３３３－２７０９ 

ＦＡＸ：０９６－３８２－５９６２ 

Ｅ-mail：taikuhoken@pref.kumamoto.lg.jp 

mailto:taikuhoken@pref.kumamoto.lg.jp


【主な施設の利用実績一覧（熊本県総合射撃場）】

人：円

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

人　数 1,738 2,961 3,301 3,411

利用料 731,320 1,810,180 921,760 915,210

人　数 2,188 2,551 3,558 3,305

利用料 1,967,620 1,969,460 2,859,250 2,715,950

人　数 788 906 1,593 982

利用料 9,925,080 10,959,590 14,916,480 13,847,850

人　数 4,714 6,418 8,452 7,698

利用料 12,624,020 14,739,230 18,697,490 17,479,010

【光熱水費実績】 円

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

2,000,152 2,268,526 1,837,138 1,901,459
光熱水費実績

計

年　度

  施    設    名

附属設備
（クレー放出機、光線銃

装置）

クレー射撃場

ライフル射撃場


